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令和５年度随時監査の結果について（報告） 

 大河原町監査基準に準拠し地方自治法第 199 条第５項の規定に基づく随時監

査を実施したので、同条第９項の規定によりその結果を報告します。 

記 

１．監 査 対 象  

(1)工事 

①総合体育館アリーナトップライト改修工事

     ②大農土水 R5-3 青川樋門改修工事 

   ③大道修 R5-3 農林学校線ほか舗装補修工事 

   ④大道改 R5-1 保料１号線ほか道路側溝改良工事 

   ⑤大河原駅自由通路外壁緊急修繕工事 

   ⑥大河原町立大河原中学校校舎裏屋外環境整備工事 

   ⑦大水工配 R5-2 南原町地区配水管布設替工事 

   ⑧大水工配 R5-3 小山田地区配水管布設替工事 

   ⑨大公下改 R5-1 東桜町地区ほか汚水管渠更生工事 

   ⑩大公下改 R5-2 新南地区ほかマンホール蓋改築更新工事 

(2)備品 

①相談室備品購入（テーブル 2 台、椅子 20 脚、棚 1 基） 

②桜イルミネーション用照明器具購入費 

   ③大河原町立小中学校 やまびこ肩掛刈払機（５台）ほか 

   ④図書除菌機 

２．監査実施日 

    令和６年２月１４日(水)・１５日(木)  



３．監査の着眼点 

  監査基準に基づき、事務が法令に適合し、正確に行われ、最少の経費で最

大の効果を挙げるようにし、組織及び運営の合理化に努めているかどうかを

着眼点とした。 

４. 監査実施内容 

令和５年度の工事施工の概要を把握するため、発注工事の中から主たる工

事を抽出して契約関係書類を確認するとともに、関係職員に対する聴取を行

った。 

令和５年度の備品購入の概要及び前年度までに購入した備品の活用状況

を把握するため、購入した備品の中から主なものを抽出して契約関係書類を

確認するとともに、関係職員に対する聴取を行った。また、備品管理状況を

確認するため現物を調査した。 

５．監査結果及び意見 

監査対象となった工事・備品については、起工伺、指名業者選定、各種仕

様書、納品等事業完了まで、関係法令、規定、基準に従ってほぼ適正に実施

され、また、実施されることとなっている。 

対象とした工事及び備品について、契約関係書類並びに現物を調査したと

ころ、概ね良好に施行され、管理されているものと認められた。 

なお、事務処理等の軽易な事項については担当課に口頭指導したほか、大

河原町監査基準第 14 条第２項に基づく意見は〔別紙〕のとおりである。 



〔別紙〕（随時監査）（大河原町監査基準第 14 条第 2 項・第 15 条第 4 項）

《是正又は改善が必要である事項》（勧告）

１．工事請負費

    な し 

２．備品購入費 

な し 

《意 見》

１．工事請負費 

〇建設工事指名競争入札参加者指名基準等の見直しについて 

「建設工事指名競争入札参加者指名基準」は、平成 12 年に定められ、一部改

正も無く既に 20 年以上が経過している。入札関係の実施要綱なども含め、見直

しの必要がないか確認されたい。 

○指名業者数の確保について 

大河原町財務規則（昭和 51 年規則第 13 号）第 97 条の規定に基づく競争入 

札については、従来から指名業者数の一定数の確保を要請しているところである

が、今回監査の対象とした工事、備品を見る限りにおいては、指名業者数の確保

については引き続き努力していると推察され、また改善されていることから、今

後も継続して業務を遂行されるよう要請するものです。 

 ○変更契約の件数及び事前調査の強化について 

随時監査の調査対象工事請負契約（入札 1,000 万円以上、随意契約 130 万円

以上）において、入札では 18 件の内 13 件、随意契約では 3 件の内 1 件で増額

の変更契約を行っており、その比率は前年度同様高い水準になっている。変更内

容から判断する限りにおいては、事前の調査が不十分なもの、採用工法（採用重

機の機種選定）が不適当なものが見られる。今後の事業の実施においては『事前

の調査』をより強化されるよう留意願いたい。 

○「保料 1 号線ほか道路側溝改良工事」関係 

工事増額変更理由書に、「民地側の石塀が既設側溝の上にのっているため、取

り壊しできず工法を変更した」との記載があった。詳細について聞き取りしたと

ころ、事前に相手方と口頭で協議した旨の説明があったが、今後問題となる可能

性もあることから、相手方とは覚書などの文書を取り交わしておくべきである。 

. 

２．備品購入費 

  な  し

（永井監査委員・佐藤監査委員）


